
生活保護制度の改善を求める意見書  
 

長引く景気の低迷や雇用状況の悪化等により、生活保護受給者

は全国的に増え続けており、今年６月の時点では２０４万人を超

え、過去最多に迫る勢いとなっています。  
本区においては、地域的特性として簡易宿泊所居住者と住所不

定者の生活保護の割合が極めて高く、保護率は今年５月の時点で

４．６２％と、全国平均の保護率１．５９％を大幅に上回り、平

成２３年度当初予算に占める生活保護費の割合は、一般会計の２

３％にも達し、本区財政を大きく圧迫しています。  
さらに、都市部は、地方から職を求めて上京する失業者が集ま

り、今後も生活保護受給者の増加が見込まれる中、ケースワーカ

ーの増員による人件費の増加も含め、生活保護に要する負担が、

本区財政をさらに圧迫することが懸念される深刻な状況です。  
生活保護制度は、憲法第２５条に基づく国民の生存権を保障す

るものであり、本来国が直接責任を負い、実施すべきものです。  
よって、台東区議会は、国に対し、生活保護制度の改善のため、

下記の事項を実現されるよう強く要望いたします。  
 

１ 生活保護に係る事業経費は、全額国の負担とすること。  
２ 生活保護事務に要する人件費は、全額国の負担とすること。  
３ 平成１７年１１月４日付の地方六団体の声明、及び平成１９

年３月２３日付の全国知事会の提言に基づく生活保護制度改革

を早急に実施すること。  
  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたしま

す。  
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